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１．はじめに 

情報通信技術（ICT）の発展とインターネットなど

の情報通信基盤の整備・高度化に伴い，電子政府

や電子自治体の実現に向けての各種取組がなされ

てきている． 

電子政府とは，「行政内部や行政と国民・事業者と

の間で書類ベース，対面ベースで行われている業

務をオンライン化し，情報ネットワークを通じて省庁

横断的、国・地方一体的に情報を瞬時に共有・活用

する新たな行政を実現するもの（「IT 基本戦略」

（2000 年（平成 12 年）11 月 27 日 IT 戦略会議決

定））」（https://www.e-gov.go.jp/doc/action.html）

であり，電子自治体とは，「地域を元気にする便利な

行政サービスを提供するとともに，効率的で災害に

強い」（http://www.soumu.go.jp/denshijiti/）ものと

されている．すなわち，電子政府および電子自治体

とは，「コンピュータやネットワークなどの情報通信技

術（IT）を行政のあらゆる分野に活用することにより，

国民・住民の方々や企業の事務負担の軽減や利便

性の向上，行政事務の簡素化・合理化などを図り，

効率的・効果的な政府・自治体を実現しようとするも

の」（http:/www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi.gy 

ousei/c-gyousei/daityo/juuki08.html）である． 

このように，国民および住民の利便性の向上や効

率的で効果的な政府・自治体の実現に向けての取

組はなされてはいるものの，我々が生活者として日

常生活を送るにあたり，地域の共同生活を営む上で

隣保協同の精神で行う諸活動を円滑に行うために組

織されている地縁組織，具体的は自治会・町内会や

自主防災組織に目を転じた場合，これらの地縁組織

を ICTで支援しようとする取組は大きく立ち遅れてい

ると言える状況にある． 

本研究報告では，このような我々が地域で住民生

活を送る上で参加が余儀なくされて避けては通れな

い地縁組織のマネジメントに関して，ICTを利活用し

て，地縁組織に地域住民を参画させ，いかに効率的

かつ効果的に機能させていくことができるかについ

て検討を行う． 

本稿では，第２章と第３章で地縁組織である自主

防災組織と自治会・町内会の現状と課題を把握し，

第４章で ICTによる地縁組織の支援の可能性を示し，

最後の第５章でまとめを示すこととする． 

 

２．自主防災組織の現状と課題 

頻発する洪水や土砂災害などの自然災害を受け，

また南海トラフを震源とする巨大地震や首都直下の

大規模地震の発生の可能性の高まりを受け，防災に

対する関心が高まってきている． 

地域で防災を担う組織としては，災害対策基本法

で規定されている自主防災組織がある．自主防災組

織は，消防庁[8]によれば，2018年4月1日時点で，

全国1,741の市区町村のうち1,679の市区町村で組

織され，その組織数は 165,429団体で，活動カバー

率（全国世帯数に対する自主防災組織が活動範囲と 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 自主防災組織の組織構成と活動内容の例 

（出典：消防庁[7]，p.159） 
 

する地域の世帯数の割合）は 83.2％に達している． 

しかし，机上で組織を編成しただけでは，必要な

場面で当該組織は有効に機能しない．このため，自

主防災組織が有事の際に効果的に機能するように，

いかに自主防災組織に地域住民を参画させ，いか

に活性化していくかは喫緊の課題の一つとなってい

る．この課題解決に向けて，総務省消防庁は 2016

年度に「自主防災組織等の充実強化方策に関する

検討会」を編成し，2017年3月に報告書[6]を纏めて

いる．この報告書では，自主防災組織の役割として，

①防災教育，②避難行動要支援者対策，③避難所

運営，の３つが挙げられ，課題として，①住民の自主

防災活動に対する理解の不足，②防災に関する担

い手の確保の困難性，の２点が指摘されている．そ

の上で，自主防災組織を活性化させるための方策と

して，国や地方自治体による以下の支援，すなわち，

①多様な主体との連携の推進，②住民への啓発活

動の強化，③人材育成の取組の支援，の３つが必要

であるとの提言がなされている． 

ところで，世帯単位で加入して活動することが期待

されている自主防災組織の果たす役割と活動内容

は，消防庁[7]が 2017年 3月に改訂した「自主防災

組織の手引 —コミュニティと安心・安全なまちづくり」 

によれば，図 1 に示すように，日常と災害時では

役割と活動内容は異なるが，組織の全体調整，広

報，情報伝達，情報収集，他機関との連絡調整，

避難行動要支援者の把握，避難・被害状況の全

体把握など，ICT による支援が可能と考えられる

活動が大半を占めている． 

また，情報通信技術の発展とネットワーク基盤の

整備に伴い，2017年9月末時点でのインターネッ

トに接続して情報の取得・伝達・交換・保存蓄積を

可能にするスマートフォンの世帯保有率は 75.1％

で，4世帯のうち3世帯は世帯内で誰かがスマート

フォンを保有しており，徒歩や電話による旧来の

情報の取得・伝達・交換もスマートフォンを保有し

ない一部の高齢者世帯等を対象に行う必用はあ

るものの，世帯単位でのスマートフォンによる情報

の取得・伝達・交換により，自主防災組織の活動 

に必要な情報の取得・伝達・交換を短時間で労力を

使うことなく，正確かつタイムリーに効率的に行い，

希少なマンパワーをそのパワーを真に必要とする情

報弱者や災害弱者などに選択的に集中させて，有

事に効果的に自主防災に対応することが可能な状

況となっている． 

しかしながら，2017年3月に改訂された総務省消

防庁による「自主防災組織の手引─コミュニティと安

心・安全なまちづくり─」においても，改訂前の手引

と同様に，情報の取得・伝達・交換に関連しては，防

災行政無線や無線機の利用についての記述はある

ものの，筆者が見逃している可能性はあるが，スマ

ートフォンを含むモバイル端末の利用についての記

述を見つけることはできず，自主防災組織の活動が

有効に機能するように ICTで積極的に支援していこ

うという国や地方自治体の姿勢は全く見えていない

というのが現状である． 

 

３．自治会・町内会の現状と課題 

総務省消防庁[8]によれば，2018年4月1日時点

で 165,429の自主防災組織が結成されているが，カ

バーする地域の範囲は，町内会単位が 156,435

（94.6％），小学校区単位が 3,601（2.3％），その他

が 5,393（3.3％）で，ほとんどの自主防災組織は町 



表 1 名称別地縁団体総数の状況 
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（出典：総務省地域自治組織のあり方に関する研究会[10]） 
 

表 2 目的別認可地縁団体数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（出典：総務省地域自治組織のあり方に関する研究会[10]） 
 

内会単位で構成されている．また，総務省消防庁の

自主防災組織等の充実強化方策に関する検討会[6]

による調査（2016年10月1日時点での調査，1,000

の自主防災組織に調査票を配布し 633 組織から回

答）によれば，町内会（自治会）単位で町内会と同じ

組織が 56.9％，町内会(自治会)単位で町内会の一

部の会員で組織を構成が 11.7％，町内会(自治会)

単位で町内会と別の組織が 15.5％，小学校区単位

が 6.8％，その他が 7.3％，無回答が 1.9％で，約 3

分の2の自主防災組織は自治会・町内会と同一の組

織と見做してもよい状況であることがわかる． 

ところで，自治会・町内会については，総務省がほ

ぼ 5 年ごとに「地縁による団体の認可事務の状況等

に関する調査」を実施しており，最新の 2013年 4月

1 日時点の調査によれば，基礎自治体である市区町

村が把握している地縁団体総数と名称別内訳は表 1

に示すように取り纏められている．表 1から地縁団体

数は 298,700であるが，2013年 4月 1日時点の自

主防災組織数は 153,600 であり，すべての自治会・

町内会で自主防災組織が結成されているわけでは 

なく，自主防災組織が結成されている町内会単位は  

凡そで約 5割程度であると推定される． 

ところで，自治会・町内会は

さまざまな活動を行っているが，

その活動内容は，権利能力な

き社団に該当する地縁団体が 

権利能力（法人格）を取得するために認可地縁団体

を申請する際に求められる「良好な地域社会の維持

及び形成に資する地域的な共同活動」としての申請

目的の内容別の団体数を集計した表 2 によれば，

ICT の利活用が期待できる「住民相互の連絡」が

85.4％を占めており，認可地縁団体を申請していな

い自治会・町内会でも回覧板や会報の回付等の住

民相互の連絡が主たる活動の一つとなっていること

が窺える．ところが，これらの活動については，前章

の自主防災組織の現状と課題で検討したように，ス

マートフォンによる情報の取得・伝達・交換・保存蓄

積機能を利活用すれば，煩わしいとされる回覧板の

回付や行政チラシの配布等の連絡業務を大幅に軽

減でき，低下する自治会・町内会の加入率の低下傾

向に歯止めをかけ，自治会・町内会の活性化が期待

できる．このような期待に基づき，実際に岡山市での

「電子町内会システム」（https://townweb.e-okaya 

macity.jp/）を利用する取組や広島市での「こむねっ

とひろしま」(https://www.com-net2.city.hiroshima 

.jp/portal/)を利用する取組，さらには一般社団法人

Shienが提供する回覧板アプリ「結ネット」（http://sh 

ien-yuinet.jp/shien/yuinet.html）を導入する取組

などが行われているが，ごく一部の自治会・町内会

での取組・導入に限定されているのが現状であり，

全国的にいかに展開できるかが課題である． 

 また，地域の抱える課題の解決に向けて討議の場

として一時は高く期待されていた地域 SNSは，地域

SNS 研究会（http://www.local-socio.net/）によれ

ば，2010 年前後には 500 を超える事例が数えられ

たが，現在は他のプラットフォームへの移行が進み，

今後も立ち枯れや閉鎖が続くものと考えられる． 

 

４．ICTによる地縁組織の支援の可能性 

 自主防災組織や自治会・町内会などの地縁組織は，

組織自体の管理運営のための情報システムに加え

て，回覧板の回付，行政チラシの配布，防犯・防災



に関連する情報の提供，平時の避難行動要支援者

名簿や自治会・町内会名簿の管理，災害時の構成

員の安否確認や避難行動要支援者の避難完了確認，

避難所の運営管理など，情報の取得・伝達・交換・保

存蓄積などの情報活動が重要な役割を担うようにな

ってきているにも関わらず，これらの情報活動を ICT

で支援することを明示的に示す取組は，官民のいず

れにおいてもなされてこなかったように思われる． 

そもそも，地縁組織は，世帯で加入するのが原則

で，かつての拡大家族の時代は各世帯から活動の

ための代表者一人を送り出すことは比較的容易であ

ったが，核家族化に加えて，未婚・晩婚化や高齢化

に伴う離死別等による単身世帯化も急速に進展し，

特に現役世代は世帯から一人を地縁組織の活動に

送り出すことは難しい時代となっている．その結果，

時間的余裕のある引退世代の高齢者に負担がかか

るようになる一方で，最新の ICT の利活用や体力が

必要な各種イベントの継続や新規開催には及び腰

になり，地縁組織への ICT による支援が遅れ，組織

の活動は不活発になり，それが地縁組織への参加

率や地縁組織での活動率をさらに低下させるという

悪循環をもたらしているのではないかと考えられる． 

徒歩での回覧板の回付や行政チラシの配布，高

齢化した民生委員を中心とした戸別訪問による避難

行動要支援者の安否確認，ホワイトボードに書いた

正の字でカウントする避難所入所者数，読み取り難

い字で数字の誤読などにつながる手書きの避難所

入所届，有事に寸断されてきちんと機能する保証の

ない連絡網，避難所の掲示板に貼られた手書きの

各種連絡などは，通信途絶や電池切れの心配はあ

るものの，これらの情報活動をスマートフォンで置き

換えることができれば，地縁組織での情報活動は効

率化でき，平時の自治会・町内会活動の負担の軽減

になるとともに，有事には自主防災組織の情報活動

にシームレスに切り替えて，効率的かつ効果的な避

難支援活動が実現できるのではないかと考える． 

 

５．おわりに 

本稿では，紙と徒歩に依存している地縁組織での

情報活動が地縁組織の活性化と機能化を阻んでい

る一つの大きな要因であると考え，それらの情報活

動を世帯普及率が 75％を超えるに至ったスマートフ

ォンなどのモバイル端末を利活用して行うことの可能

性を検討した． 

報告者を含む研究チームは，これまでに，QR コ

ードによる避難所入退所管理システム，有事に誰も

が行う家族への安否連絡時に地縁組織にも安否連

絡が届くアプリと安否連絡を管理する情報システム，

地域の情報や防災関連の素因（各種ハザード）と誘

因（気象）に関する情報をまとめて取得して分かり易

く確認できる「防災関連情報取得のラスト・ワン・イン

チ問題」を解決する防災アプリ「ハザードチェッカー」

などを開発してきているが，地縁組織の活性化と機

能化に向けて，さらに研究を進めていきたい． 

なお，都市部での居住形態として大きな比率を占

めるようになってきたマンションにおいては，標準管

理規約のコミュニティ条項が変更されて自治会的活

動が制限されるという動きが出たが，防火管理者の

設置と消防計画の策定を含めて，地区防災計画など

とともに，稿を改めて検討していきたい． 
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